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家庭経営におけるリスクマネジメント（第４報）

一家庭経営におけるリスクマネジメントプロセスー

　　　　　　　　　　　　　奈良女子大院人間文化研究科　奈良由美子

目的：家庭のリスクが複雑化・増大化している。これは今日の家庭経営を取り巻く外的社

会環境の変化とそれに伴う家庭の機能・構造の変化が、経営外部的・内部的ハザードとな

りリスクの発生に大きな影響を及ぼしているためである。家庭の安定と成長を脅かす要因

をリスクとして捉え、家庭経営過程にリスクマネジメントを導入することは不可欠であり、

本研究では家庭経営におけるリスクマネジメントの理論と方法の体系化を目的としている。

方法：リスクの管理手法概念としてリスクマネジメント理論を援用する。システム・アプ

ローチにより、第１報にてリスクマネジメントの意義を、第２報にて従来のリスクマネジ
メント研究の可能性と問題点をそれぞれ指摘し、第３報においてファミリーシステム維持

存続のためのリスクマネジメントのあり方およびリスク定義リスクマネジメント定義を明

確化した。本報では以上を踏まえたうえでの、リスクマネジメントの進め方を考察する。

結果：経営上のリスクが生活の総体に関わる以上その管理はトータルに体系化されたもの

である必要があり、リスクマネジメントの過程では、全過程管理において決定された経営

目標を遂行する際に各個別管理過程に生じるすべてのリスクを予測・発見し対処すること

になる。家庭のリスクマネジャーはその機能に関わる主体として捉えられ、組織的・教育

的・実務的各能力を有することがその資質として求められる。リスクマネジメントプロセ

スは、①経営目標の認識、②リスクの確認、③リスクの評価、④リスク処理手段の選択、

⑤リスク処理の実行、⑥リスクマネジメントの再評価の６段階からなる。これらはマネジ

メントサイクルを形成するものであり、システム全体の指揮・統制のもとに行われる。
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「女性が働きやすい会社」における転勤措置の実態

　　　　　　　　　　　関東学院大学m三善勝代

【目的】転勤は女性が働き続ける上で一つのネックになっている。労務行政研究所の３

　　　年毎の調査結果によれば、企業の転勤措置には、依然、異動者本人の意思の反映

　　　がみられないなど硬直的な傾向が目立つ。では、育児休業や介護休業また再雇用

　　　といった制度が整い女性の継続勤務が比較的容易とされる所においては、どのよ

　　　うになっているのだろうか。ヒアリングによって、そうした会社における転勤措

　　　置の実態を明らかにする。

【方法】「女性が働きやすい会社案内」（1993年。晶文社出版）から、転勤措置に何ら

　　　かの工夫を施していると見られた32社を抽出し、調査依頼書を発送。協力応諾の

　　　回答を得た12社（業拐＼tでは、アパレル１社、流涌/･販売２社、医薬・化学１社、

　　　電気機器４社、金融１社、情報・通信・サービス３社）を訪問し、人事担当者か

　　　ら話を聞いた。調査の実施は1993年７月。

【結果と考察】調査の対象となった企業数は少なく、業種にも偏りがあり、サンプル・

　　　リサーチの域を出ないが、たとえば、勤労者の生活に最も影響を及ぼす勤務地の

　　　選択に関しては、次のような結論を得た：

　　　　　「勤務地選択制度」、「限定勤務地制度」、いわゆる「おしどり転勤」への配

　　　慮等、各企業はさまざまな試みを行っている。しかし、女性従業員からみた実質

　　　的な選択の幅は総じて狭く、転勤措置に留まらない人事管理全体の根本的な見直

　　　しが必要と考えられる。


